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前期：令和９～１３年度 後期：令和１４～１８年度
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毎年度見直し

蓮田市第６次総合振興計画策定方針 

１ 趣旨 

総合振興計画は、地域における総合的かつ計画的な行政運営を図るための重要な指針を、

長期的な展望に基づいて定めたもので、市政運営の最も基本となる計画です。 

本市では、平成３０年度から令和９年度までの１０年間を計画期間として、第５次総合

振興計画を策定し、市の将来像「四季かおる つながり 安心 活きるまち」の実現を目指し

てまちづくりを進めてきました。第５次総合振興計画は、令和９年度に目標年次を迎えま

すが、蓮田市を取り巻く環境や社会情勢は目まぐるしく変化しています。 

このため、先行き不透明な時代における、不測の事態や社会変化にも対応できる新たな

計画を可及的速やかに策定し、いち早く第６次総合振興計画の下で、市民との協働により

総合的かつ計画的にまちづくりを推進していくことを目指します。 

２ 基本構成 

（１）基本構想 １０年間（令和９年度～令和１８年度） 

 蓮田市が目指す将来像や理念など、基本的な考え方を示すものです。 

（２）基本計画  ５年間（前期 ５年間・後期 ５年間） 

 基本構想に掲げた施策の基本方針に基づき、取り組むべき施策を総合的に示すものです。 

（３）実施計画  ３年間（毎年度見直し） 

 基本計画に示した施策に紐づく具体的な事業を定めるものとして、基本構想・基本計画

を踏まえ別途作成します。 
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３ 基本的な考え方 

 第６次総合振興計画の策定に当たっては、次の事項を基本的な考え方として計画策定に

取り組みます。 

（１）柔軟性の高い計画づくり 

 第５次総合振興計画との連続性に留意しつつ、時々刻々と変化する社会情勢に対応でき

る柔軟な計画づくりを行います。 

（２）市民協働による計画づくり 

 審議会や市民意識調査、小中学生アンケート、市民会議、パブリックコメントの実施な

ど、市民参画の機会を多様な形で設けることにより、市民の視点を取り入れた計画を策定

します。  

（３）分かりやすい計画づくり 

 将来を見据え、何に重点的に取り組むのか、戦略的に実施していく施策が分かりやすい

計画づくりを行います。  

４ 策定体制 

 市議会をはじめ、審議会や市民会議、市民意識調査など、幅広い市民の声の反映に努め

た体制を構築し、計画策定に取り組みます。 

（１）市民参加 

・市民意識調査 

  年齢構成が反映されるよう無作為抽出した１６歳以上の市民 4,000 人を対象に、

アンケートを実施します。日常生活における市民意識や市に対するニーズや期待に

ついて伺い、計画策定に活用します。 

・市民会議 

  高校生以上の市民等約３０人を対象として、ワークショップ形式の市民会議を開

催します。市民が考える地域の将来像を把握し、実現のための取組方策を市民とと

もに考え、計画策定に活用します。 

・小中学生アンケート 

  市民意識調査の対象にならない子どもたちの意識を把握するため、市内の小学校

６年生及び中学校２年生・３年生を対象としてＷｅｂアンケートを実施し、蓮田市

の未来を担う子どもたちの声を計画策定に活用します。 

  ・パブリックコメント 

  市民をはじめ、専門的な知識や経験を有する方など、より広く多くの様々なご提

案やご意見を計画策定の参考とするため、素案について、パブリックコメントを実

施します。 
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（２）議会 

・蓮田市議会 

  総合振興計画は、蓮田市基本構想及び基本計画を議会の議決すべき事件として定

める条例（平成２９年３月２２日条例第１号）に基づき、市議会の議決を得るもの

とされています。策定過程において、適宜、市議会に報告等を行います。 

（３）諮問機関 

・蓮田市総合振興計画審議会 

蓮田市総合振興計画審議会条例（昭和４６年９月２２日条例第２０号）に基づき、

学識経験のある者、公共的団体の長が推薦する者、公募に応じた市民など１０人以

内で構成する総合振興計画審議会を設置します。総合振興計画審議会は、市長の諮

問に応じ蓮田市総合振興計画の策定に当たり、必要な調査及び審議を行います。 

（４）庁内体制 

・蓮田市総合振興計画策定委員会 

  市長、副市長、教育長、部長級職員を構成員とする総合振興計画策定委員会を設

置し、計画に関する調査・研究及び素案の策定を行います。 

  ・職員 

    第５次総合振興計画の達成度等を暫定評価するとともに、第６次総合振興計画策

定に向けた基礎資料の作成を行います。総合振興計画が市政運営の根幹となる重要

な計画であることを全ての職員が理解し、計画策定の考え方や進捗状況を共有する

ことで、全庁的な体制で計画策定に臨みます。 

  ・事務局 

    総合政策部政策調整課に事務局を置き、計画策定に係る全般の調整及び庶務を行

います。また、計画策定のために必要な専門知識やノウハウを有する民間コンサル

タントを活用します。 
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５ 策定スケジュール 

 第６次総合振興計画は、総合振興計画審議会の答申を受け、令和８年度中に市議会へ上

程し、議決に向けて取り組みます。 

（１）これまでの取組 

  令和６年 ７月  総合振興計画審議会委員委嘱 

    １２月  第６次総合振興計画作成業務委託費（継続費）議決 

  令和７年 ３月  株式会社コーエイリサーチ＆コンサルティングと委託契約を締結 

（２）今後の予定 

 

 

 

■第６次総合振興計画策定スケジュール（案）

策定方針調整 素案調整 議案上程

現状整理・分析 構成案調整 入稿 納品

将来人口推計・分析

市民意識調査

市民会議

小中学生アンケート

議案審査
市議会

策定方針等

報告

市民参加

結果報告

素案報告等 素案報告等

素案検討 パブリックコメント

結果報告

総合振興計画
審議会 策定方針等

決定・諮問

構成案

審議

市民参加

結果報告

素案審議 素案審議 パブリックコメント

結果報告・答申

総合振興計画
策定委員会 策定方針等

検討

構成案

検討

市民参加

結果報告

素案検討

第４四半期
（１～３月）

庁内体制
調書各課作成・

ヒアリング

市民参加
パブリックコメント

令和７年度 2025 令和８年度 2026

第１四半期
（４～６月）

第２四半期
（７～９月）

第３四半期
（１０～１２月）

第４四半期
（１～３月）

第１四半期
（４～６月）

第２四半期
（７～９月）

第３四半期
（１０～１２月）


